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r6物価_3_2 r6物価_3_2

（単位：千円）

-                    -                    

-                                        -
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）

（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

3                    -                    
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）

（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

             31,220 -                    

1,763               
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）

（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                    
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）

（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

-                    21,250             
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

-                    10,400             
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）
事業数 10

-                    1,218               
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（今回追加分）
最終事業NO 17

7,570               -                    
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

前回から記載内容に

変更があった事業数 9

508                 
　（うち"交付対象経費の

みの変更"を除いた変更

事業数）
9

-                    
国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）
　（うち給付金事業数） 2

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

-                    21,250             
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

-                    10,400             
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

3                    1,218               

38,790             -                    
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

2,271               32,868             
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

-                    

41,064             

             73,932

Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費

国のR5補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分

（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠

分）

給付費

国のR5補正予算分

（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠

分）

事務費

国の予備費等

（交付限度額④）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

給付費

国の予備費等

（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

事務費

国のR5予備費分

（交付限度額⑥）

（給付支援サービス

(令和6年度)分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑩）

（給付支援サービス

分）

その他

（一般財源や補助

対象外経費等）

合計  106,859  102,879  -  - 3 38,790 2,271 - 47,963 10,400 3,452 - 3,980 

令和5年度住民税均等割非課

税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）

1 - - - - - - - 

一体給付

（給付金・定額減税一体支援）

※不足額給付は含まない

2
R5_予備

(※)
一体支援 ○ ○ ○

定額減税補足給付金支給

事業（調整給付分）、物価

高騰に伴う低所得世帯支援

事業

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 45,041 41,061 - 38,790 2,271 - 3,980 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　92世帯×100千円、令和６年

度非課税化世帯　21世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課

税化世帯　29世帯×100千円、子ども加算　96人×50千円、定額

減税を補足する給付の対象者　1405人　(33790千円）　　のうちR

６計画分

事務費　6251千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業

務委託料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（142世帯）、定額減税を補足

する給付の対象者数（1405人）

－ ○ － R6.8 R6.11
対象世帯に対して令和6年9

月までに支給を開始する
ホームページ等

対象分野に関連し

ない
R6補正（地）

（デジタル庁）

給付支援サービス

（R5予備費）

3 - - 

住民税均等割非課税世帯等

への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補

正）

4 - - 

一体給付関連の給付費

（上乗せ等・予備費）
5 - - 

事務費

（上乗せ・横出し）
6 R5_補正 低所得 ○ ○ ○ Ｎｏ．2事業（事務費）

Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ － 3 3 3 - 

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得

の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への事務費

③Ｒ５，Ｒ６の累計給付金額　事務費3千円

事務費の内容［需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務

委託料　人件費　として支出］

④低所得世帯等の給付対象世帯数（134世帯）、定額減税を補足

する給付の対象者数（1087人）

－ ○ － R6.8 R6.11
対象世帯に対して令和6年9

月までに支給を開始する
ホームページ等

対象分野に関連し

ない R6補正（地）

令和6年度住民税均等割非課

税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）

＋不足額給付
（令和６年度低所得世帯支援

枠等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

令和6年度山江村低所得世

帯向け物価高騰対応重点

支援地方創生臨時交付金

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 13,852 13,852 - 10,400 3,452 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の

方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R６の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　320世帯×30千円、子ど

も加算　40人×20千円　　のうちR６計画分

事務費　3452千円

事務費の内容　　[業務委託料　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（320世帯）

－ ○ － R7.3 R7.3
対象世帯に対して令和7年3

月までに支給を開始する
ホームページ、広報誌

対象分野に関連し

ない R6補正（地）

（デジタル庁）

給付支援サービス

（R6補正）

8 - - 

令和６年度低所得世帯支援枠

等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補

正）

9 - - 

事務費

（上乗せ・横出し）
10 - - 

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○

物価高騰対策重点支援交

付金地域公共交通事業者

支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交

通・物流や地

域観光業等に

対する支援

92 92 92 

①エネルギー・食料品等の価格高騰により影響を受けながらも、

住民生活や経済活動を支えている地域交通事業者に対し、事業

者支援金を給付し、安定的な事業が維持できるよう支援を行う

②補助金

③支援金５００万円を人吉球磨１０市町村で負担するうち山江村

負担分９２，０００円

④くま川鉄道株式会社

○ － － R7.2 R7.3

現状の運行本数を維持す

る

平日　　上下13本

土休日　上下17本

ＨＰ
運輸交通・物流・

観光事業者
R6補正（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
山江村省エネ家電買替支

援事業
Ⅱ．物価高の克服 ○

④省エネ家電

等への買い換

え促進による

生活者支援

2,500 2,500 2,500 

①物価高騰の影響を緩和する支援として、省エネ家電製品に買い

替えする世帯を対象に支援金を給付　※対象の省エネ家電につ

いては、エネルギー消費機器の小売の事業を行う者その他その

事業活動を通じて一般消費者が行うエネルギーの使用の合理化

につき協力を行うことができる事業者が取り組むべき措置の規定

による多段階評価点が３以上のエアコンディショナー、冷蔵庫、照

明器具とする。

②補助金

③補助金　1/3補助（上限５万円）　50千円×50世帯＝2,500千円

④省エネ家電買い替えを行う世帯（５０世帯）

－ － － R6.4 R7.3 補助件数50件 ＨＰ
省エネ家電買い替

え等 R6当初（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○

山江村燃料高騰対策事業

者応援事業（物価高騰対策

重点支援金）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑦中小企業等

に対するエネ

ルギー価格高

騰対策支援

3,750 3,750 3,750 

①物価高騰での燃料費高騰に伴う収入の減少を補うため、令和７

年１月～６月に購入した燃料代に対し１０％補助を、村内に住所を

有する、又は村内で事業を営んでいる中小企業を対象に補助を

行う。（上限１００万円）

②補助金

③50万円×6事業所（温泉、保育園、福祉施設）＝3,000千円、5

万円×15事業所＝750千円

④ガソリン、電気、ガス、灯油燃料等を使用する事業所

－ － － R7.2 R7.3 廃業する事業者０件 ＨＰ 灯油 R6補正（地）

【調整前】今回配分予定額

推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦
21,250                                                            

推

奨

事

業

メ

ニ

ュ
ー

の

本

省

繰

越

希

望

額

の

調

整

欄

配分予定額計

国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費

交付限度額④

配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務

費

交付限度額③

小計　配分予定額（R5経済対策分）

配分予定額計

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

                                             26,640
【調整後】今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦
-                                                                   

35,073                                                                                                           4,580

                                               7,570

                                                    - -                                                                   

エラー（自治

体名記載不

備）

事業

終期

41,064                                             

総務省

成果目標（可能な限り

定量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙

など）

備考1

(重点支援地方

交付金の追加を

踏まえた各省庁

の通知の発出状

況に定義されて

いる対象分野)

特定事業者

等支援

自治体利用

欄

自治体での予算

区分

個人を対象

とした給付

金等

自治体利用

欄
備考2 備考3

交付限度額計

基金
事業

始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ６

76,137                                                            

小計　交付限度額（R5経済対策分）

本省繰越希望額

（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希

望額）
-                                                       

R

6

経

済

対

策

等

に

か

か

る

本

省

繰

越

希

望

額
記

載

欄

-                                                                   小計　配分予定額（R6経済対策等分）

配分予定額計

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

                                               1,738

                                                  25

                                               2,271

                                                    -

-                                                       

2,205                                                  

【調整前】本省繰越額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦

本省繰越の追加希望額　手動入力分

（調整用）

※記載は不要

                                             38,790

                                                 508

エラー（担当

者・連絡先

記載不備）

-                                                    

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

12,605                                                            

1,218                                                             

21,250                                                            

-                                                    

-                                                    

-                                                    

3                                                    

-                                                    

12,605                                                            

1,218                                                             

小計　交付限度額⑧

小計　交付限度額⑨

既配分額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付

費

交付限度額②
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務

費

交付限度額③
既配分額

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費

交付限度額④
既配分額

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠

分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

3                                                    

小計　交付限度額②

小計　交付限度額③

既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　給付費　交付限度額⑧

既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　事務費　交付限度額⑨

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和5年度本省繰越分）

今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　事務費　交付限度額⑨

今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

配分予定額計

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

今回配分予定額

国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦

にかかる交付対象経費 47,963                                     

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費 10,400                                     

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費 3,452                                       

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩

にかかる交付対象経費 -                                            

今回配分予定額

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

給付費

交付限度額④

今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付

費

交付限度額②今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務

費

交付限度額③

配分予定額計

配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　事務費　交付限度額⑨

Ｂ３

配分予定額計

国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

都道府県・市町村コード（５桁）

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

にかかる交付対象経費宮原安代

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

にかかる交付対象経費

交付対象経費(地方単独事業費)

（R5経済対策分）

担当者氏名

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

にかかる交付対象経費

3                                            

2,271                                       

-                                            

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤

にかかる交付対象経費

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

にかかる交付対象経費

38,790                                     
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移替先

-                                                       

交付対象経費(地方単独事業費)

（R6経済対策等分）

小計　交付限度額④

小計　交付限度額⑤

小計　交付限度額⑥

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分）

小計　交付限度額（R6経済対策等分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩　（今回追加分）

本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）

今回配分予定額

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）

事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援

枠等分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付

費

交付限度額②

Ｂ２国

の

予

算

年

度

(
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補

正

、

R
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を
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合

あ

り

)

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経

費に臨時

交付金を

充当して

いない

枠

企画調整課担当部局課名

-                                            43512

【43_熊本県】

43512_熊本県山江村

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費

0966-23-3112

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ

ニュー
⑨を選択した場合、より効果が

あると考える理由

交付対象事業の名称
経済対策との関

係

【調整後】本省繰越希望額

（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望

額）

（交付限度額⑦を上限とする）
本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）

交付限度額⑧に係る希望額）

Ｎｏ

臨時の措置で

あることが分

かる事業名称

としている

miyahara@vill.yamae.lg.jp

総事業費

Ｂ
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交付対象経費

国のR5補正予算分

（交付限度額①）

（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分

（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠

分）

給付費

国のR5補正予算分

（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠

分）

事務費

国の予備費等

（交付限度額④）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

給付費

国の予備費等

（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税

一体支援枠分）

事務費

国のR5予備費分

（交付限度額⑥）

（給付支援サービス

(令和6年度)分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分

（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得

世帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分

（交付限度額⑩）

（給付支援サービス

分）

その他

（一般財源や補助

対象外経費等）

事業

終期

成果目標（可能な限り

定量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙

など）

備考1

(重点支援地方

交付金の追加を

踏まえた各省庁

の通知の発出状

況に定義されて

いる対象分野)

特定事業者

等支援

自治体利用

欄

自治体での予算

区分

個人を対象

とした給付

金等

自治体利用

欄
備考2 備考3基金

事業

始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ６Ｂ３

エネル

ギー・食料

品価格等の

物価高騰の

影響を受け

た生活者等

に対して事

業の効果が

直接及ぶ
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対象外経

費に臨時

交付金を

充当して

いない

枠

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ

ニュー
⑨を選択した場合、より効果が

あると考える理由

交付対象事業の名称
経済対策との関

係
Ｎｏ

臨時の措置で

あることが分

かる事業名称

としている

総事業費

Ｂ
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14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
山江村物価高騰対策生活

支援券事業
Ⅱ．物価高の克服 ○

③消費下支え

等を通じた生

活者支援
17,700 17,700 17,700 

①物価高騰する食料費や燃料費の支援をするため、一人当たり

５千円（500円×10枚）の商品券を配付。村内の事業所だけでな

く、人吉市内の地場スーパーでも使用可能とする

②補助金、需用費、印刷製本費、役務費

③商品券代5千円×3,300人＝16,500千円

　印刷費、封筒印刷、のぼり、ステッカー、郵送料等事務費1,200

千円

④村内に住所を有する村民

－ － － R7.2 R7.3 換金率95％以上 ＨＰ
対象分野に関連し

ない
R6補正（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
山江村加工施設生産ライン

安定化事業
Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交

通・物流や地

域観光業等に

対する支援

7,920 7,920 7,920 

①物価高騰の中、特産品加工施設の設備のグレードアップにより

生産ラインの安定稼働を図ることで、商品の品質・生産向上につ

なげ安定的な雇用に繋げるため実施するもの

②備品購入費

③梱包機本体６，９３０千円

　輸送費４４０千円

　搬入・据付・試運転調整費５５０千円

④山江村物産館ゆっくり

○ － － R7.2 R7.3 廃棄率１０％以下 ＨＰ
運輸交通・物流・

観光事業者
R6補正（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
山江村観光促進まちなか

誘客事業
Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交

通・物流や地

域観光業等に

対する支援

5,000 5,000 5,000 

①物価高騰の影響により観光地への誘客数減少を抑制するた

め、村内で事業を営んでいる宿泊・飲食業等の経済対策を図るた

め、利用者に対し、経費の一部を支援する

②補助金

③施設利用支援：宿泊、宴会、食事をされた費用（一人当たり1万

円以上利用者に4割補助（上限4千円）4千円×1,000人＝4,000千

円

地域循環支援：2千円以上利用者に対し1/2補助（上限1千円）1

千円×1,000人＝1,000千円

④宿泊施設及び観光関係事業者

－ － － R7.2 R7.3 利用率90％以上 ＨＰ
運輸交通・物流・

観光事業者
R6補正（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対策観光施設空

調整備事業
Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交

通・物流や地

域観光業等に

対する支援

11,001 11,001 11,001 

①物産館は、観光客による利用の他、村内の高齢者をはじめ住

民の交流の場であり、村内の農産物生産農家の直売所でもある

など、コミュニティ形成及び経済循環機能を有する施設であるが、

近年の気候変動により現在設置してある空調設備2基のみでは

施設内の温度を適温に保つことが困難になってきている状況。地

域の重要な施設としての機能向上を図るため、現在の空調機器

（室内機２基、室外機１基）（省エネ対応外）を取り外し、省エネ対

応の空調機器（室内機３基、室外機１基）を設置することで、施設

内空調管理を適正に行い、施設利用者の利便性向上と農産物の

鮮度維持等適正管理を図る。また、省エネ対応機器導入により、

物価高騰による生産者への価格転嫁も防ぐ。

②工事費

③空調整備工事（空調設備（室内機３基、室外機１基）、電気工、

付帯工）11,001千円

④物産館ゆっくり

○ － － R7.2 R7.3
省エネ基準達成率１００%以

上
ＨＰ

運輸交通・物流・

観光事業者
R6補正（地）


